
○ 法令遵守の義務の履行を確保するため、業務管理体制の整備を義務付けることにより、指定取消事案などの
不正行為を未然に防止するとともに、利用者の保護と介護事業運営の適正化を図る。

（業務管理体制整備の内容）

20未満

法令遵守責任者の選任

２０以上１００未満

法令遵守責任者の選任

法令遵守
マニュアルの整備

法令遵守責任者の選任

100以上

法令遵守
マニュアルの整備

法令遵守
に係る監査

届出先区 分

厚生労働大臣① 指定事業所が三以上の地方厚生局管轄区域に所在する事業者

主たる事務所の所在地の都道府県知事
② 指定事業所が二以上の都道府県に所在し、かつ、二以下の地方厚生

局管轄区域に所在する事業者

指定都市の長③ 指定事業所が同一指定都市内にのみ所在する事業者

中核市の長④ 指定事業所が同一中核市内にのみ所在する事業者

市町村長
⑤ 地域密着型サービス(予防含む)のみを行う事業者で、指定事業所が

同一市町村内にのみ所在する事業者

都道府県知事⑥ ①から⑤以外の事業者

【届出先】

指定又は許可を受けている事業所数（みなし事業所（※）を除く）

（※） みなし事業所とは、病院等が行う居宅サービス（居宅療養管理指導、訪

問看護、訪問リハ及び通所リハ）であって、健康保険法の指定があったとき、
介護保険法の指定があったものとみなされている事業所のこと。
また、総合事業における介護予防・生活支援サービス事業については、事業
所数に含まれないものである。

介護保険事業者における業務管理体制の整備と届出先

【厚生労働省所管事業者数】（令和６年３月末時点）

大規模事業所等中規模事業所等小規模事業所等合計

539346１９２
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業務管理体制の監督部局は、事業所等の指定等権限を有する都道府県、市町村の
指導監督部局とも十分連携しながら適切に権限を行使する。

・厚生労働省
・都道府県
・指定都市
・中核市
・市町村

届出に関する
連携

権限行使の際の連携
（組織的関与の確認等）

業務管理体制の監督
（本部への立入検査等）

事業所等の指導監督
（事業所等に対する監査等）

業務管理体制の監督体制等について

業務管理体制の届出
（整備する事項の届出）

・都道府県

・指定都市

・中核市

・市町村
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事業者

介護サービス事業所等

指定権者

業務管理体制の監督権者



業務管理体制整備等の監督方法

指
定
権
者
に
よ
る
指
定
事
業
所
の
監
査
に
お
い
て

事
業
所
の
指
定
取
消
処
分
相
当
事
案
発
覚

業
務
管
理
体
制
監
督
権
者
に
よ
る

事
業
者
本
部
等
へ
の
立
入
検
査
等

改

善

勧

告

期限内に勧告に従わなかったときは、
その旨「公表」することができる

弁
明
の
機
会
の
付
与

改

善

命

令

公

示

指定介護サービス事業所の指定取消処分相当事案が発覚した場合の例

正当な理由がなくてそ
の勧告に係る措置を
とらなかったとき公表

改善報告書提出

命令違反
したとき

組織的関与が認められ
た場合

（（連
座
制
の
適
用
判
断
）

組織的関与が認められ
なかった場合 他の事業所

は指定・更新

不備が認めら
れたとき

事
業
者
本
部
等
へ
の
立
入
検
査

改善が見込まれない
とき

※ 情報セキュリティ確保を前提としたオンライン会議システムの活用や対面
方式に限らず書面の記載内容の確認を行う書面方式による検査とすることも
差し支えない。

以降の手順等については、
特別検査に同じ。

一
般
検
査

特
別
検
査 指

定
取
消
（
効
力
発
生
日
）

業
務
管
理
体
制
監
督
権
者
に
よ
り
指
定
取
消
処
分
等
を

実
施
予
定
の
都
道
府
県
等
に
立
入
検
査
等
の
結
果
通
知

指
定
権
者
に
よ
る
他
の
指
定
事
業
所
の
指
定
・更
新
の
拒
否

改善報告書提出

改善報告書提出

面
談
方
式
等
に
よ
る
検
査
の
実
施

改

善

指

導
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